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○ 本研究会は、大阪府知事からの要請に基づき、

「大阪から新たな自治制度を提案すべく、大都市制

度のあり方について」調査・研究を行うため、昨

年（平成２２年）４月に設置、１０回の研究会を開催

し、本年１月２７日に「最終とりまとめ」を知事に報

告したものである。

○ 本稿においては、研究会での主要な論点となっ

た箇所を中心に、「最終とりまとめ」について紹介

していきたい。

【経済と制度の関係は】

○ 研究会では、様々な分析を行い、大阪はマイナス

スパイラルに陥っているのではないかと指摘した。

○ 経済と大都市制度の因果関係を明確に論証する

ことは困難であり、大阪における運用面での特殊

性に起因するところが大きいとも考えられるが、

府市が常に大阪全体を視野に入れて政策協調する

という関係になってはいなかったことが、大阪の

発展に少なからず、負の作用を働かせているので

はないかと考えられる。

○ 仮に、府市が大阪全域について戦略を共有して

政策を実施できる関係になっていれば、諸課題に

対して、より効果的な対応ができ、今日の大阪の

置かれた現状も違った形になっていた可能性もあ

るのではないか。

【府市あわせに至った原因は】

○「府市あわせ」と揶揄されるような府市の関係に

至ったのは、

・戦後の特別市運動の対立に加え、政令指定都市

発足後も市域拡張をめぐる論争が続いたこと、

・府市ともに、政令指定都市制度を「特別市」的

に運用した結果、「市は市域、府は市域外」とい

うお互いの縄張り意識が固定化したこと、

・ほぼ全域が都市化した狭隘な大阪府域の中心部

に大阪市が位置する地理的構造、

などの複合的要因が重なり、府市間の二重行政の

存在というような表層的な問題ではなく、あたか

も「二つの大阪」というものが存在するという、

「二元行政」の構図が出来上がった。

【二元行政と二重行政】

○ 都市として、一体的な経営が求められるにもか

かわらず、ほぼ全域が都市化した狭隘な大阪府域

にあたかも「二つの大阪」が存在し、区域分断的

な機能分担の固定化、都市経営主体の分立という

状況を招いたと考えられる。

○ こうした「二元行政」のもと、府市が各々の行

政目標により、同種の施設を設置したり、同種の

施策・事業を実施する「二重行政」を引き起こし

ながら、大阪全体における都市経営の責任の所在

が不明確な「もたれあいの関係」を形成するに至

ったのではないかと考えられる。

【二元行政の克服は協議で可能か】

○ 大阪の置かれた現状・課題に真摯に向き合い、

これまでの府市の関係を反省し、将来に向け対応

していくことが必要である。

第２章　新たな府市の枠組みの構築

第１章　大阪府・市の関係
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○ そのためには、府市間で徹底的に政策や制度に

関しての協議を行う必要がある。

○ 府市の間で協議を尽くし、大阪の抱える様々な

課題を共有して、大阪の住民にとって最もふさわ

しい府市の政策枠組み、そして新たな大都市制度

を作り上げていくべきである。

【協議の中身は政策協議か制度協議か】

○ 府市間で自主的な協議をスタートさせ、次のス

テップとして、条例に基づく協議機関の設置など

により協議を制度化し、さらには、住民投票など

様々な方法によって住民意見を反映するなど協議

を尽くして大阪にふさわしい政策を実現できる大

都市制度を作り上げていくべきである。

【これからの自治体構造】

○ 広域自治体と基礎自治体の関係について、それ

ぞれの住民の信託に基づいて構成される「地方政

府」として「対等・協力」の関係にするという位

置づけを明確にすべきである。

○ その上で、広域自治体と基礎自治体の役割を分

けて考えるべきではないか。

・基礎自治体優先の原則のもと、住民に身近な行

政サービスを基礎自治体が最前線で担う。

・基礎自治体の役割で効率性等が求められるもの

は、水平連携を積極的に活用する。

・広域自治体は基礎自治体単独又は水平連携で担

えない、広域的、戦略的に取り組む必要がある

産業政策やインフラ整備、更には、基礎自治体

の「バックス（後方支援）」として住民の「安

心」を支える役割を担う。

【基礎自治体の役割、広域自治体の役割】

○ 基礎自治体と広域自治体の役割分担について、

主役は基礎自治体であり、基礎自治体優先の原則

を徹底する。その上で、個々の利害を超えて圏域

全体の視点で考えるべきものを広域自治体が担う

べきである。

◆基礎自治体は住民の「安心」を支えるきめ細かく総合
的な役割
（主体的な役割を果たす行政分野）
福祉・子育て、保健・衛生、環境、義務教育、公営住
宅、地域の安全・消防、女性・青少年施策　など

◆基礎自治体間の水平連携を積極的に活用
（水平連携により効率化が図れるもの）
消防学校、水道事業、義務教育、ＮＰＯ支援、保安行
政（高圧ガスなど）、男女共同参画施設　など

◆広域自治体の役割は、基礎自治体との協議を経て、そ
の負託に基づき、大都市としての戦略性、一体性、統
一性が不可欠なものに重点化
・圏域における広域の戦略や計画を策定
⇒広域に影響を与える都市計画や産業、環境の計画
など

・圏域において広域の観点で取り組むべきものを実施
⇒産業・雇用政策、広域インフラ整備　など

・専門性などから基礎自治体で行うのが難しい、また
極めて非効率なものを実施
⇒病院（高度医療）や公衆衛生研究所、センター的
な図書館、体育館、高校、大学　など

・基礎自治体間では難しい課題の解決や水平連携を進
めるためのコーディネート

◆圏域全体の「セーフティネット」の確保として基礎自
治体の「バックス（後方支援）」の役割
現在基礎自治体の事務に関して、広域自治体の役割を
検討すべきもの
・国民健康保険の運営
・生活保護への支援
※なお、基礎自治体優先の原則は、広域自治体との適
切な役割分担に基づくものであり、役割分担を超え
て、基礎自治体に過度の権限を押し付けるものであ
ってはならない

【大阪市の再編か都市内分権か】

○ これからのあるべき基礎自治体の姿として、住

民に最も近い自治体として住民が自らのサービス

を決定し、その責任を持つという自治の基本を確

実に実現できる体制を構築していくことが求めら

れると指摘されているところである。

○ 大阪市については、住民に身近な基礎自治体と

して自治機能を充実強化することが求められる。

とりわけ、行政区をどうしていくかが問われてい

第３章　新たな大都市制度を議論
するにあたっての論点整理



る。こうした観点からは、大阪市を住民がコント

ロールできる適切な大きさに再編することが考え

られる。

○ 一方で、各区への分権（都市内分権）を進め、

基礎自治体に近い自治機能の充実を図ることを検

討すべきとの指摘もある。

○ 最終的には、府民的な議論を尽くした上で、住

民の意思を確認して決定していくべきではないか。

【大阪再編型のコンセプト】

○ 研究会で考える新たな大都市制度の態様の一つ

である「大阪再編」型（新たな大都市制度）の特

徴として、

・基礎自治体が主役となるよう役割を大幅に拡大

し身近な行政を総合的に担う。

・一方、広域自治体の役割を圏域の「成長」を支

えるため戦略性や統一性が求められる分野に重

点化。

・地方交付税制度を活用した独自の財政調整制度

の導入。

※具体的なイメージ図は３５頁参照。

【財政調整】

○ 大阪市域を再編するとした場合、現行の地方交

付税制度を活用した財政調整を図る必要がある。

論点としては、どこに原資を求め、何を基準に

誰が財政調整を行うのか、また、財政調整を行う

対象区域をどうするのか。更に、広域自治体との

関係をどうするのか。

○ 想定される対応案のイメージとしては、以下の

３パターン６案のイメージ。

○ 研究会では、「二元行政」と呼ばれる府市の関係

を早急に是正すべく、府市協議を尽くし、政策協

調に努めるべきと指摘した。

○ また、地域の実情に合わせた制度を各地域自らが

考え、発案し、国と活発に議論しながら、創り上げ

る時期に来ているという基本的な問題意識にたって、

・大阪にふさわしい制度は自らの手で創り上げる

ことができるよう、「ホームルールチャーター

（自治憲章）」制度が地方自治法に一般的制度と

して盛り込まれる必要があること、

・新しい大都市自治のあり方は、最終的にその住

民自治によって定められるべきこと

を「最終とりまとめ」の柱に据えたところである。

○ 今後、本研究会の活動が、大阪に暮らす人々に、

大阪の将来と府市の関係をより深く考えてもらう

きっかけとなり、また、新たな大都市制度に関す

る全国レベルでの議論を促す一石になればと切に

願っている。

最終とりまとめの意義・特徴
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